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背景

　近年、向社会的行動は、個人レベルから社会レベルまで幅広い観点から研究が行われている。例え
ば、個人の視点からみると、向社会的行動は行為者に喜びを感じさせ、個人の自尊心を高め、満足感
をもたらす作用があることが報告されている （妹尾，2003; Laible, Carlo & Roesch, 2004; Yates & 
Youniss, 1996）。コミュニケーションの観点から見ると、向社会的行動は対人コミュニケーションを
促進し、対人的適応を向上させることが報告されている （渡辺，2005）。また、社会発展の観点から
みると、向社会的行動は社会福祉と強く繋がり、よりよい社会を構築するための基盤であることが示
唆されている （Penner, Dovidio, Piliavin & Schroeder, 2005）。したがって、向社会的行動は人や社会
にとって重要であると考えられる。
　向社会的行動の定義は、多くの研究がなされているにもかかわらず、研究者によって微妙に異なり、
まだ一義的な定義はないといってよいだろう。その中で、広く知られているのは「向社会的行動とは、
外的報酬を期待することなしに、他人や他の人々の集団を助けようとしたり、こうした人々のために
なることをしようとする行動である。」という定義である （Mussesn & Eisenberg-Berg, 1980 菊池・
二宮訳 1980）。また、向社会的行動の行動様式に関しては援助行動 （helping behavior）、分配行動 

（sharing behavior）、寄付行動 （donating behavior）、ボランティア活動などの下位の行動に分かれ
るとされている （Bekkers & Wiepking, 2011; Brief & Motowidlo, 1986; Feng & Guo, 2016; Wilson, 
2012）。
　これまでの向社会的行動に対する注目の高まりとともに、それに関する国際比較研究も行われてき
た。Trommsdorff, Friedlmeier & Mayer （2007） は、ドイツやイスラエルの西洋文化の子どもと比較
して、インドネシアやマレーシアの東南アジア文化の子どもは、より少ない向社会的行動を示したと
報告している。Waxier & Friedman （1996） は、日本と米国の未就学児を対象とした研究を行い、2
国間の小児は、向社会的および回避的なパターンの類似性があり、日本と米国の女児は、両国の男児
よりも向社会的な情緒を示したと報告した。さらに、Bontempo & Lobel （1990） は、個人主義文化
と集団主義文化における向社会的行動の違いを比較した。その結果、ブラジルの学生は喜んで援助行
動を行うのに対し、アメリカ人が向社会的行動を実行することにあまり熱意がないことを報告してい
る。ほかにも、Miller （1994） は、援助活動に関するインド人とアメリカ人の信念を体系的に比較し、
アメリカ人は他者を助けることを個人的な選択と考え、インド人は他者を助けることを社会的責任と
道徳的義務だと考えていることを報告している。
　向社会的行動の国際比較研究に関する先行研究を概観すると、小児を対象とした研究や、東洋と西
洋、二つの異なる文化の差異について考察するものが多く、アジアにおける日本と中国について比較
した研究は未だ乏しい。同じ集団主義文化に位置づけられている日本と中国はコンテキスト文化とさ
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れており、日本人と中国人の行動様式は似ていると考えられていたが、両国の間には、行動を律する
規則や考え方、その背景となる慣習や価値観など、多くの異なる点があると指摘されている 

（Triandis，1995 神山・藤原訳 2002; 毛・大坊，2008）。また、中国が今日まで儒教や道教の文化を受
け継いでいるのに対して、日本は明治維新後、西洋文化を大量に吸収し、現在では西洋の考え方に影
響されていると考えられる。一部の中国の学者は、日本は外国の文化を吸収する一方で、自身の文化
を世界に統合し、中国の文化や西洋の文化とは異なる独立した東アジアの文化的特徴を形成したと考
えている （時，2015）。以上のように、小児ではなく成人の日本人と中国人を対象とする向社会的行
動の比較研究は意義深いと考えられる。さらに、人々の主観的印象では、女性は通常男性よりさらに
容易に向社会的行動を行うことができて、実証によって同じ現象が発見されたため （Skoe, 
Cumberland & Perry, 2002; 太田，2012）、今回は性差についても検討する。
　また、向社会的行動の先行研究において、向社会的行動に関連する諸要因の一つとして、共感性が
注目されている。日本では、鈴木 （1992） は、日本人の女子大学生を対象としてアンケートを実施し
た。その結果、向社会的行動に強い正の影響を及ぼしていたのは、共感性であったと指摘している。
大山 （2016） によると、共感性の下位尺度である共感的関心は向社会的行動に正の影響をおよぼした
と述べている。中国の学者である唐 （2015） は、向社会的行動は小児や青年の共感性との間に有意な
正の相関があり、小児の共感性のトレーニングは向社会的行動を著しく増加させる可能性があること
を報告している。さらに、多くの西洋の学者は、共感性が向社会的行動の動機付けとして重要な源で
あることを示唆している （Batson & Coke, 1981; Mussen & Eisberg-Berg, 1980）。また、共感性は、
利他的行動、協力的行動、寄付行動と正の相関関係があることが示唆されている （Batson, 
Thompson & Chen, 2002; Bekkers, 2005）。つまり、共感性の高い人がより多い向社会的行動を示し
たと報告されている （Carlo & Randall, 2002）。以上のように、向社会的行動は共感性と強く関連し
ているものと考えられる。
　さらに、共感性と関連する要因について、ソーシャルサポートとの関連性が示唆されている。ソー
シャルサポートとは他者との間の社会的支援関係を指し、「社会的包絡」、「知覚されたサポート」、

「実行サポート」の 3 つに分類されている （Barrera, 1986）。中学生を対象とした研究では、共感性は
ソーシャルサポートを受けているという自覚に影響し、ソーシャルサポートの提供を促す要因である
と考えられる （長谷川・下田，2012）。Park et al. （2015） は、医学部の学生の共感性とストレスの間
に負の相関を認め、共感とソーシャルサポートとの間で、正の関係があることを指摘している。さら
に、高校生のソーシャルサポートと向社会的行動の直接的な関連についての研究では、多くのソー
シャルサポートを受けている人は、多くの向社会的行動を示し、反社会的な行動は少なくなると述べ
ている （Bos, Crone & Meuwese, 2018）。また、小学生や中学生などは、ソーシャルサポートを高く
認知していると向社会性が高くなることが示唆されている （竹内・小畠，2013; 渡辺，2002）。しかし、
成人の向社会的行動とソーシャルサポートとの関連性に関する研究はほとんど見られない。高校生と
大学生はソーシャルサポートの発達的差異が認められたため （福岡，2016）、成人における向社会的
行動とソーシャルサポートとの関連性を検討する必要があると考えられる。
　実行機能とは、行為や思考のモニタリングやコントロールの役割を果たす高次の自己制御過程の総
称であり（Carlson, 2005）、行動始発、目標やプランを立てること、目的的な行為の遂行、自己監視、
自己調節、意思行動、抑制、柔軟性の機能とも言われている （Stuss, 2011）。これまでに、実行機能



41向社会的行動の国際比較および関連要因の検討　―日中の大学生を対象として―

が共感性や向社会的行動に影響を及ぼす結果を示す研究の多くが幼児を対象としている。実行機能は
3 歳から 5 歳にかけて大きく発達することと関連があると考えられる （Zelazo & Müller, 2011）。その
中で、島・桑原・東郷・森 （2016） は、実行機能が他者の感情の理解を促し、これらが向社会的行動
としての 「思いやりの嘘」や心の理論の発達を導くものと報告している。また、42 か月から 65 か月
までの幼児を対象とした研究では、実行機能と向社会的行動に正の相関関係があると報告されている 

（Moriguchi, shinohara & Meng, 2019）。しかし、成人についての向社会的行動と実行機能との関連
性についての研究は、これまで十分に報告がなされていない。
　そこで、本研究では、調査 1 として、向社会的行動の国際比較として日本と中国との比較を検討す
る。調査 2 として、向社会的行動に関連する要因の国際比較の一部分として、中国人の向社会的行動
に関連する要因を明らかにするために、向社会的行動とソーシャルサポート及び実行機能との関連性
について検討する。本研究の仮説は、日本と中国において向社会的行動の差異が認められること （調
査 1） や、中国における向社会的行動は、ソーシャルサポート及び実行機能との関連性が認められる
こと （調査 2） である。

方法

調査 1
調査対象
日本の大学生 138 名 （男性 51 名、女性 87 名、平均年齢 20.7 歳、SD = 0.81、範囲：18－21 歳）、中国
の大学生 193 名 （男性 27 名、女性 166 名、平均年齢 20.3 歳、SD = 1.03、範囲：17－22 歳） であった。
調査地は、日本 （熊本県熊本市）、中国 （貴州省貴陽市）であった。調査した大学はどちらも公立で、
学力、人種構成がその地域の平均的なものであった。

調査時期
中国では、2019 年 9 月、日本では 2019 年 10 月～ 11 月に調査を実施した。

調査内容
向社会的行動尺度 （大学生版） の日本語版と中国語訳版
　菊池 （1988） の向社会的行動 （大学生版） を用いた。本尺度は Rushton （1981） の愛他行動尺度を参
考にして、菊池 （1988） によって日本人の大学生を対象として開発された、他者への利他行動を測る
尺度である。例えば、「列に並んでいて、急ぐ人のために順番をゆずる。」などの 20 項目から構成さ
れて、これまでにした回数について回答を求めた。回答は「したことがない」「一回やった」「数回
やった」「しばしばやった」「もっとやった」の 5 件法で回答を求めた。順に 1 ～ 5 点とし 20 項目の
得点を単純加算し、得点が高いほど向社会的行動の傾向が高いことを示す。尺度の信頼性 

（Cronbachʼs α = .83） 及び妥当性が確保されている （菊池，1988）。

調査 2
調査対象
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中国の大学生 325 名 （男性 154 名、女性 171 名、平均年齢 20.9、SD = 1.14、範囲：17－24 歳） であっ
た。

調査時期
2020 年 9 月に調査を実施した。

調査内容
1 ．菊池 （1988） の向社会的行動 （大学生版） の中国語訳版
　調査 1 で使用された質問紙である。
　
2 ．ソーシャルサポート尺度 （大学生版） の中国語訳版 
　片受・大貫 （2014） のソーシャルサポート尺度 （大学生版） を中国語に翻訳して用いた。この尺度
は評価的サポートを含む 5 つのサポート内容を網羅して大学生を対象として開発されたものである。

「評価的サポート」10 項目、「情報的サポート」7 項目、「情緒的サポート」6 項目の 3 下位尺度で構
成されている。例えば、周囲の人々について、「あなたの成果に感謝してくれる。」などの 23 項目か
ら構成されている。「評価的サポート」とは肯定、フィードバック、社会的比較などから、尊重され
受容されているという情報をもたらしてくれることであり、「情報的サポート」とは、問題を理解し
てくれる人から、アドバイスや指示を与えられて処理する際の助けとなることであり、情緒的サポー
ト」とは信頼、共感、愛などが与えられることである。「全くあてはまらない」「あまりあてはまらな
い」「少し当てはまる」「非常にあてはまる」の 4 件法で回答を求めた。片受・大貫 （2014） は、尺度
の信頼性と妥当性を報告しており、3 つの下位尺度ごとの Cronbach のα係数は、「評価的サポート」 

（α= .94）、「情報的サポート」 （α= .88）、「情緒的サポート」 （α= .87） と報告している。
　
3 ．実行機能質問紙の中国語訳版
　関口・山田 （2017） の実行機能質問紙を中国語に翻訳して用いた。この質問紙は健常な人の実行機
能の個人差を測定する自己報告式の質問紙である。「注意を持続させるのが難しい。」などの 25 項目
から構成されており、「プランニング」4 項目、「熱中」5 項目、「効率」4 項目、「切り替え」4 項目、

「自己意識」4 項目、「注意の維持」4 項目の 6 つの下位尺度で構成されている。そのうち、「プランニ
ング」とは、知識や他の認知処理過程を用いながら認知的活動を統制しゴールに到達するための意図
や自己調整を行うことであり、「熱中」とはものごとに熱中することであり、「効率」とは一度に複数
のことを同時進行で進めていけることであり、「切り替え」とは課題、心的セット・操作間の切り替
え機能を指し、ある特定のやり方から次のやり方へと切り替えができることであり、「自己意識」と
は、自己の行動や行為への気づくことであり、「注意の維持」とは自分の集中力をうまくコントロー
ルできることである。「全くそうでない」「そうでない」「どちらともいえない」「どうである」「非常
にそうである」の 5 件法で回答を求めた。関口・山田 （2017） は、尺度の信頼性と妥当性を報告して
おり、6 つの下位尺度ごとの Cronbach のα係数は、「プランニング」 （α＝ .81）、「熱中」 （α＝ .85）、

「効率」 （α＝ .79）、「切り替え」 （α＝ .71）、「自己意識」 （α＝ .83）、「注意の維持」 （α＝ .77） であった。
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中国語訳版の作成
　質問紙の言語による違いを最小限にするために、菊池 （1988） の向社会的行動 （大学生版）、片受・
大貫 （2014） のソーシャルサポート尺度 （大学生版）、関口・山田 （2017） 実行機能質問紙、3 つの質
問紙の内容について専門家が翻訳を行った後に、バックトランスレーションを行い、再度専門家によ
る日本語の確認を行い、中国語訳版を作成した。向社会的行動の中国語訳版の作成に当たって、問
15 の「見知らぬ人がハンカチなどを落とした時、教えてあげる。」の質問について、中国ではハンカ
チを持ち歩く習慣がないため、ハンカチを比較的等価値なペンに変更した。ソーシャルサポート尺度
と実行機能質問紙はそのまま訳したものを使用した。

倫理的配慮
　調査は一般的傾向を研究するために行うものであり、個人の回答が特定されることはない旨を調査
用紙の表紙に明記し、配布する際に調査結果を研究目的以外に使用しないこと、自由意志による参加
のため協力しないことによる不利益は一切被らないことを伝えて、無記名式で匿名により回答を求め
た。

統計解析
　調査 1 では、向社会的行動の 20 項目を単純に加算した総合計得点について、国別、性別で 2 要因
の分散分析を行った。調査用紙は講義時間内に配布、回収され、回収率は 100％であって、部分的な
回答の忘れ等を除いた有効回答率は 96％であった。解析には 318 人のデータを用いた。
　調査 2 では、中国人の 325 人のデータを用いて、向社会的行動の総合計得点とソーシャルサポート
の 3 つの下位尺度 （評価的サポート、情報的サポート、情緒的サポート） 及び実行機能の 6 つの下位
尺度 （プランニング、熱中、効率、切り替え、自己意識、注意の維持） との相関関係について解析を
行った。

結果

　日本と中国の向社会的行動の得点について、国別、性別で 2 要因の分散分析を行った。その結果、
国別において主効果が認められ、中国は日本と比較して高値であった （F（1,318）= 37.45，p < .001）。
性別においては主効果が認められなかった （F（1,318）= .03，p = .87）。国別と性別の交互作用が有意
傾向であった （F（1,318）= 3.22，p = .07）。単純主効果検定より、男女ともに日本と比較して中国で高
値であった （女性 : F（1,318）= 9.35，p < .01，男性 : F（1,318）= 31.32，p < .001）。国別の男女差は認め
られなかった （女性 : F（1,318）= 1.33，p = .25，男性 : F（1,318）= 1.93，p = .17）。両国の男女において
向社会的行動の比較の結果を Figure 1 に示す。
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　中国の大学生の向社会的行動 （PBQ） とソーシャルサポート （SSQ） との相関分析を行った結果、
男女の大学生において向社会的行動とソーシャルサポートの合計得点 （r = .369，p < .001） 及び 3 つ
の下位尺度である評価的サポート （SSQ1） （r = .357，p < .001）、情報的サポート （SSQ2） （r = .294，
p < .001）、情緒的ソサポート （SSQ3） （r = .347，p < .001） の間で、正の相関関係が認められた。中国
の大学生の向社会的行動とソーシャルサポートとの相関分析の結果を Table 1 に示す。

Figure.1　日本と中国における向社会的行動の比較（エラーバーは標準誤差）。
***p < .001

 Table 1 :　中国人の向社会的行動とソーシャルサポート及び下位尺度との間の相関係数
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　また、中国の大学生の向社会的行動 （PBQ） と実行機能 （EFQ） との相関分析を行った結果、男女
の大学生において向社会的行動と実行機能の合計得点 （r = .494，p < .001） 及び下位尺度であるプラ
ンニング （P） （r = .414，p < .001）、熱中 （A） （r = .372，p < .001）、効率 （E） （r = .438，p < .001）、切
り替え （S） （r = .383，p < .001）、自我意識 （SC） （r = . 267，p = .007）との間で、正の相関関係が認
められた。下位尺度である注意の維持 （SA） の間では相関関係は認められなかった。中国の大学生
の向社会的行動と実行機能との相関分析の結果を Table 2 に示す。

考察

　本研究の調査 1 では、向社会的行動の国際比較として日本と中国との比較を検討し、調査 2 では、
中国人の向社会的行動に関連する要因を明らかにするために、ソーシャルサポート及び実行機能との
相関関係について検討した。その結果、調査 1 では、中国の大学生は日本の大学生より高い向社会的
行動を示すことが明らかとなった。また、性別について、国別と性別の交互作用が有意傾向であった。
日本において、有意差は認められなかったものの、男性と比べて、女性の向社会的行動の平均得点が
高値であった。中国については、男性の人数が少なく分散が大きかったため十分な差が認められな
かったと考えられる。さらに調査 2 では、中国の大学生において、向社会的行動とソーシャルサポー
ト及び実行機能との間で関連性を有していることが認められた。
　研究１で中国の大学生は日本の大学生より高い向社会的行動を示したことについては、中国の一
人っ子政策や奨学金制度と関連があると考えられる。中国では、1979 年に始まる強力な「一人っ子
政策」の実施により、都市部の家庭のほとんどが一人っ子家庭となっており、非一人っ子の農村部の

Table 2 :　中国人の向社会的行動と実行機能及び下位尺度との間の相関係数
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家庭が混在しているが、今の中国では一人っ子が高率を占めていると報告されている （侯，2002）。
非一人っ子に比べて、一人っ子の方が社会適応の能力が強いと指摘されており （彭，2018）、適応が
高い個人は高い向社会性を示すことも示唆されている （村上・西村・桜井，2016）。また、子どもが
クラスメートと調和して生活するために、一人っ子の両親はできる限り他の人を助けることを子ども
に教えるといった背景の影響が考えられる （張，2012）。そのため、今の中国の大学生は日本の大学
生と比較してより多くの向社会的行動を行ってきたと思われる。また、奨学金制度が両国で異なって
いることも影響していると考えられる。日本では学校や企業が提供した奨学金が様々あるのに対して、
中国における全国の大学では、主に学校奨学金と国家奨学金の 2 種類に分けられている （「国家助学
金奨学金管理方法」，2005）。中国の採用基準として、学業成績のほか、“ 総合評価 ” があり、評価項
目は 10 個から構成されている。例えば、集団意識の項目を評価する際に、学生は個人の利益を犠牲
にして、クラスや学校に貢献すると高得点を取る傾向があり、社会倫理の項目を評価する際に、学生
がボランティア活動に参加すると高得点が取れると指摘されている （劉，2006）。中国の学生は奨学
金をより多く獲得するために、向社会的行動が促進される可能性があると考えられる。他にも、中国
では、「未成年者の道徳的構築のさらなる強化と改善に関する中国共産党中央委員会のいくつかの意
見」 （2004） によると、小学生から、中国の伝統的な礼儀と文化を学び始める。伝統的な文化として
の儒教学説では、「仁」と「愛」の思想は、人の利他的行動に積極的な影響を与えることが示唆され
ている （王，2016）。Staub （1986） は、向社会的行動を「他者またはほかのグループを害することを
避けたりまたは助けるようにする個人からの自発的行動」と要約した定義は、向社会的行動における
利他的動機を強調している。この利他的動機を強調する向社会的行動は、利他的行動 （Altruistic 
Behavior） とも呼ばれる。その一方で、日本では、「新学習指導要領」 （1998） にみられる道徳教育の
課題は、個性豊かな文化の創造、民主的な社会国家、平和的な国際社会に貢献し得る、主体性のある
日本人を育成することが求められており （粟，2000）、中国と比較して向社会的行動への影響は少な
いと考えられる。総じて、日本の大学生と比べて、中国の大学生の向社会的行動がより高いのは政策、
制度及び文化教育が強く関係すると考えられる。
　向社会的行動の性差を検討した結果、国別と性別の交互作用が有意傾向であった。日本の大学生群
では、有意差は認められなかったものの、女性の向社会的行動の得点の平均点が男性よりも高く、先
行研究を支持する結果であった （Skoe et al.，2002; 太田，2012）。また、女性の向社会的行動が男性
よりも高いことについて、女性の方が共感的感情を生じやすく、他人に対する思いやりが高いためで
あると考えられる （Chiu, Evans & Lee, 2011）。近年の研究では、fMRI を使用して男女の神経基盤の
差異について調べられており、人が思いやりを引き起こす可能性のある写真を見るとき、女性の活性
化領域は一般的に、基底領域、帯状回および前頭皮質などの感情、共感、道徳に関連する脳領域であ
り、男性の場合は後頭皮質や海馬傍回などの視覚的および空間的表現に関連するであることが報告さ
れている （Mercadillo, Díaz, Pasaye & Barrios, 2011）。これらの結果は、男性と女性の被験者が他の
人に直面して同じ感情を示すとき、異なる脳領域が活性化されることを示している。それにより、男
女の向社会的行動の反応が異なる可能性があると考えられる。中国群において分散が大きく差が見ら
れなかったことは、女性の被験者と比べて、男性の被験者の人数が非常に少なかったためであると考
えられる。
　研究 2 では、中国の大学生において、向社会的行動とソーシャルサポートの合計得点及びソーシャ
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ルサポートの 3 つの下位尺度である評価的サポート、情報的サポートと情緒的サポートとの間で、正
の相関関係があることが認められた。先行研究では、家庭から情緒的及び具体的な援助サポートを期
待できると感じる生徒は、社会的スキルにおいて自己評価が高く、中でも「向社会性」と強く関連し
ていることが明らかになっており （渡辺，2002）、成人でも同じ結果が示されたと考えられる。また、
ソーシャルサポートについて、家族等の血縁者との関係が深い高校生と比較して、大学生は友人に代
表される非血縁者との関係が拡大するため、サポート源が異なることが報告されている （福岡，
2016） 。本研究では、中国の大学生においてもソーシャルサポートと向社会的行動との関連性が認め
られたため、サポート源の差異は関連性に影響しないことが示唆された。
　さらに本研究では、中国の大学生において、向社会的行動と実行機能との関連については、向社会
的行動と実行機能の合計得点及び実行機能の下位尺度であるプランニング、熱中、効率、切り替え、
自我意識との間で、正の相関関係が認められた。先行研究では、幼児の実行機能と向社会的行動と正
の相関関係があると報告されている （Moriguchi et al., 2019）。伊藤 （1997） は相手の気持ちを正確に
予測する「他者感情理解」は、向社会的行動の促進に繋がっていると指摘しており、山村・辻・中谷 

（2011） は、この「他者感情理解」と実行機能との間で関連性があると報告した。また、実行機能は、
乳児期にその発達的萌芽がみられ、幼児期に著しく発達し、児童期から成人期にかけて緩やかに発達
が続いていくと示唆されているため （森口，2015）、今回の結果から、中国の成人の実行機能と向社
会的行動と関連があると考えられる。

制限と展望

　調査 1 では、中国の男性参加者の人数が非常に少なかったため、統計的な有意性を十分に確保して
検討することが困難であった可能性が考えられる。今後はより多くのデータを収集する必要がある。
　今後、向社会的行動に関連する要因の国際比較研究として、さらに日本での調査を実施してデータ
を十分に収集する必要がある。
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A Comparative Study of Prosocial Behavior and Related Factors
in Japanese and Chinese University Students

QIAN, Yachun, MEGUMI, Akiko, and YASUMURA, Akira

　The aim of this study was to make an international comparison of prosocial behavior in Japanese 
and Chinese students. Social support and executive function were examined to clarify the factors 
related to prosocial behavior. In Study 1, a survey of 138 Japanese and 193 Chinese university 
students was carried out using a questionnaire. The results revealed that Chinese university 
students showed higher levels of prosocial behavior than Japanese university students. This 
outcome is strongly related to policies, institutions, and cultural education in both countries. In 
Study 2, questionnaires were administered to 325 Chinese university students. The results showed 
a positive correlation between prosocial behavior, social support, and executive function. These 
results suggest that prosocial behavior in adults is related to social support and executive function.
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